
    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本解答は令和 5 年 8 月 24 日 15 時に学校法人大原学園が独自に作成したもので，予告なしに内容を変更

する場合があります。また，本解答は学校法人大原学園が独自の見解で作成・提供しており，試験機関

による本試験結果等について保証するものではありません。 

本解答の著作権は学校法人大原学園に帰属します。無断転用・転載を禁じます。 

令和５年 

公認会計士論文式試験  

【解答速報】 

企 業 法 
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資格の大原 無断転用・転載を禁じます 
 

 

（１）会社の承認を得ずになされた譲渡制限株式の譲渡の効力について明文規定

はないが，会社にとって好ましくない者の参加を排除し，閉鎖性を維持するために認めら

れている譲渡制限株式の趣旨に鑑み，当該譲渡は，甲会社に対する関係では無効と解する。 

（２）（１）で述べた譲渡制限株式の趣旨からすれば，会社に対する関係において株式譲渡

を無効とすれば，その目的は達成される。また，株式取得者に譲渡承認請求（137条１項）

及び会社又は指定買取人による買取りの請求（138条２号ハ）を認めており，会社の承認が

なくても当事者間では有効に株式が移転することを前提にしていると解釈できる。 

以上からＡとＢとの関係では当該譲渡は有効と解する。 

Ｃは，本件決議に決議取消原因，具体的には決議方法の法令違反（831条１項１号）

があることを主張すべきである。 

甲会社が特別利害関係があるとの理由からＡの議決権行使を認めていないのは，140条３

項の譲渡等承認請求者の議決権否定に基づくと想定される。しかし，本件株式の譲渡等承

認請求者はＡではなく，Ｂである。また，Ａが特別利害関係人（831条１項３号）にあたる

としても，事後的にその者の議決権行使により著しく不当な決議がなされたことが取消原

因とされるのみであり，議決権の行使自体が否定されるわけではない。 

よって，法律上の根拠がないのに，Ａの議決権行使を認めなかった本件決議には，決議

方法の法令違反が存するため，Ｃの当該主張は認められる。 

そのように解すると，次に裁量棄却（831条２項）の可否が問題となるため，Ｃは裁量棄

却できないことを主張すべきである。 

発行済株式総数の40％を保有するＡの議決権行使を認めなかった本問では，違反する事

実が重要でないとはいえない。また，Ａは株主総会の特別決議の成立を阻止することがで

きたため，決議に影響を及ぼさないとはいえない。 

よって，裁量棄却できず，Ｃの当該主張も認められる。 

なお，本問では提訴期間内に訴えが提起されている（831条１項柱書前段）。また，Ｃは，

Ａの議決権行使に関する事由について決議取消しの訴えを提起しているが，手続の瑕疵に

よって公正な決議が妨げられたかもしれないことを是正するという観点から，株主は，自

己に対する株主総会の決議方法に瑕疵がなくとも，他の株主に対する決議方法に瑕疵があ

る場合に，決議取消しの訴えを提起することができると解する。 

以上のように，決議取消原因が認められ，裁量棄却もできない。また，訴えの要件を満

たしているので，Ｃの主張は妥当である。 



  

 

 

 

資格の大原 無断転用・転載を禁じます 
 

 

本件取締役会においては，取締役Ｂに対して招集通知が発せられておらず，招集

手続の法令（368条１項）違反が認められる。そこで，瑕疵ある取締役会の決議の効力が

問題となる。 

この点，招集通知を欠く取締役会決議は一般原則に従い無効と解すべきである。もっと

も，招集通知を受けなかった取締役が出席してもなお決議の結果に影響がないと認めるべ

き特段の事情がある場合には，法的安定性を確保すべく決議は有効と解する。 

本問では，丙会社株式の譲渡の可否は，乙会社の一人株主Ａの意向が極めて重視される

べき事項であり，それを審議する本件取締役会決議において，Ａの意向を反映していると

考えられるＡの配偶者Ｂの意見が審議に与える影響は非常に大きいといえる。また，Ｃ及

びⅮがＢとは異なる意見を持っており，その意思が強固なものであったとしても，議事進

行の過程において，Ａの人事権を背景とするＢの意見が明らかになることで翻意し，本件

取締役会決議の結果が変わったかもしれない可能性は否定できない。したがって，Ｂが出

席してもなお決議の結果に影響を及ぼさないと認めるべき特段の事情があるとはいえず，

本件取締役会決議は無効である。 

本件株式譲渡は「重要な財産の処分」にあたり，取締役会決議が必要となるが（362

条４項１号），本問では当該決議を欠くことになる。そこで，当時の代表取締役Ｃが取締

役会決議を経ずにした「重要な財産の処分」の効力が，明文規定を欠くため問題となる。 

この点，取締役会決議は内部的意思決定にすぎず，これを欠くことを理由に無効とする

と取引の安全を害する。よって，原則として有効と解すべきである。ただし，相手方が取

締役会決議を欠いていることを知り得た場合には保護の必要はない。そこで，相手方が取

締役会決議を欠いていることを知り，又は知ることができたときは，心裡留保に関する民

法93条１項ただし書を類推適用し，無効となると解する。取締役会決議を欠いた代表取締

役の行為は，意思と表示の不一致に準ずると解することができ，心裡留保と類似の関係が

あるからである。 

本問のＦは，Ｂが本件取締役会を欠席した理由について確認しておらず，それを確認し

ていれば，本件取締役会決議が招集通知を欠くことにより無効となり，ゆえに，本件株式

譲渡に必要な取締役会決議を欠くことになることを知ることができたといえる。したがっ

て，本件株式譲渡につき，乙会社はその無効を主張することができる。なお，一人株主Ａ

が本件株式譲渡を事前に容認していた事実はなく，乙会社が信義則上無効主張を制限され

ることもない。 



  
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■令和５年論文式試験 企業法 第１問 問題２ 

 

公認会計士講座 

令和５年公認会計士論文式試験 

大原の“大当り”ズバリ的中（速報） 

企業法の的中問題をご紹介！ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■資格の大原 2023 年合格目標 企業法 論文応用演習 第２回 第２問 問題２ 

公開会社である甲株式会社（以下，「甲会社」という。）は，代表取締役をＡとし，監査役Ｂ，

Ｃ及びＤからなる監査役会を設置している。また，甲会社の株主は，総株主の議決権の70％を

保有する株主Ｘ，３％を保有する株主Ｙ及びその他の零細株主で構成されている。この場合にお

いて，次の 問題１  及び 問題２  に答えなさい。なお， 問題１  及び 問題２  は独立した

問題とする。 

 

問題２  甲会社は，Ｘの要請に応じ，Ｘの保有する甲会社株式の一部を有償で取得することとし

た。そこで，甲会社は，取締役会決議により，Ｘからのみ甲会社の株式を取得する議案（以

下，「本件議案②」という。）を決定し，定時株主総会に提出した。そして，定時株主総会

（以下，「本件総会②」という。）において，本件議案②は可決された。その後，本件総会

②の決議は，Ｘ以外の株主が全員本件議案②に反対したものの，Ｘが議決権を行使し，賛

成したことにより可決されていたことが発覚した。この場合において，Ｙが本件総会②の

決議の効力を争う方法及びその効力について論じなさい。なお，甲会社の定款には，自己

株式の取得に関連する別段の定めはないものとする。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■令和５年論文式試験 企業法 第２問 問題１ 

 

 

企業法の的中問題をご紹介！ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■資格の大原 2023 年合格目標 企業法 論文直対演習 第３回 第２問 問題２ 

甲株式会社（以下，「甲会社」という。）は，代表取締役をＡとし，Ｂ及びその他３名を

取締役とする公開会社であり，かつ，監査役設置会社である。 

Ａは甲会社の創業者であるが，93歳と高齢であり，また，甲会社に甚大な損害をもたらす

不正な取引に関与しているとの情報があった。そこで，Ａ以外の全取締役及び全監査役は，

早急にＡの代表取締役及び取締役たる地位を剥奪すべきと考えた。この場合において，次の 

問題１  及び 問題２  に答えなさい。なお，甲会社では，取締役会の招集権者を特定の取

締役に限定する旨の定めは設けられておらず，また， 問題１  及び 問題２  はそれぞれ独

立したものとする。 

 

問題２  Ｂは，Ａを取締役から解任する議案を臨時株主総会に提出するため，当該議案の決

定に関する取締役会（以下，「取締役会②」という。）の招集を適法に行った。そして，

Ａを含む取締役及び監査役全員が出席して取締役会②が開催されたが，ＢはＡが本件

決議に関する特別利害関係人に該当するとして決議には参加させず，取締役会②の決

議はＡを除く全員一致の決議により可決された。この場合の取締役会②の決議の効力

について説明しなさい。 

 

■資格の大原 2023 年合格目標 テキスト論文総まとめ p.253 

【支配株主取締役に対する招集通知漏れと「特段の事情」の有無(東京高判Ｈ30.10.17)】 

 一人株主たる取締役又は一人株主の意思決定に大きな影響力を有する取締役（以下，「支配 

株主取締役」という。）が取締役会の審議に与える影響力は，株主の意向が極めて重視され 

るべき事項（会社の経営の基本方針に大きな影響を与える事項）を取締役会において審議す 

る場合には，非常に大きなものがある。支配株主取締役は，実質的に会社の支配権を有し， 

取締役の選任及び解任を実効する直接の権限を有し，これに伴い取締役又は取締役であった 

者に対する責任追及を行うかどうかについても大きな影響力を有するため， その取締役会の 

審議に及ぼす影響力は計り知れないからである。取締役会開催前に取締役の過半数が支配株  

主取締役とは異なる意見を持っていたとしても，また，その意見が強固なものであったとし 

ても，実際の取締役会の議事進行の過程において支配株主取締役の意見が明らかになれば， 

取締役会決議の結果がどのように転ぶかは，全く未知数というほかはないのである。そうす 

ると，支配株主取締役に対する取締役会の招集通知の欠如があった場合に，通知を欠く 

取締役が出席してもなお決議の結果に影響を及ぼさないと認めるべき特段の事情があ 

るとは，考えられない。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■令和５年論文式試験 企業法 第２問 問題２ 

 

 

企業法の的中問題をご紹介！ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■資格の大原 2023 年合格目標 テキスト論文総まとめ p.118 

甲株式会社（以下，「甲会社」という。）は，総資産額が50億円である公開会社であり，かつ

監査役設置会社である。甲会社は，当初は薬品の製造販売事業（以下，「薬品事業」という。）

のみを行っていたが，その品質の高さが評価されて消費者の信頼を獲得し，その後，この信頼

をもとに食品事業にも業務を拡大した。近年は，食品事業の業績が飛躍的に向上し，他方で，

薬品事業の業績は低迷していた。そこで，甲会社の代表取締役Ａは，薬品事業についての打開

策を考えている。 

この場合において，次の 問題１  及び 問題２  に答えなさい。なお，問題１  及び 問題２  

は独立した問題とする。 

 

問題１  Ａは甲会社の薬品製造機械の１つ（以下，「Ｘ機械」という。）を売却し，その売却代

金を薬品事業の損失の補てんに充てようと考えた。そこで，Ａは単独で当該Ｘ機械の

売却を決定し，これをＢに売却した。この場合，当該Ｘ機械の売却の効力について論

じなさい。なお，Ｘ機械の売却は甲会社にとって「重要な財産の処分」（会社法362条

４項１号）に該当するものとする。 

 


